
 

 

 

 

 

７．環境局
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環境局 平成２０年度局運営方針 

基 本 方 針 

 市民、事業者、市がパートナーシップのもとに、「自然と共生し持続可能な環

境を未来ある子供のために伝える都市（まち）」を目指し、施策の推進を図りま

す。                    （さいたま市環境基本計画から H16.1 制定） 

 

主 な 取 組 み 

１．地球温暖化防止のための施策の推進 

・市民や事業者の皆様とともに、様々な環境問題の解決に関する施策・事業を展開します。 

・太陽光発電などの新エネルギーの普及促進、施設など省エネルギー化の推進を図ります。 

２．資源循環型社会の構築 

・ごみの発生抑制、再使用、再生利用、環境負荷の少ない適正処理を推進し、ごみの削減を目指

します。 

・環境負荷の少ない資源循環型の一般廃棄物処理システムを構築します。 

・ごみ処理施設においては、ごみ焼却時に発生する熱エネルギーを利用して熱供給や発電を行い、

資源・エネルギーの有効利用を図ります。 

３．環境面における安心・安全なまちづくりの推進 

・生活環境の保全に関する施策を総合的に推進し、市民の安全で快適な生活を確保するため、（仮

称）生活環境の保全に関する条例を制定します。 

・廃棄物の適正処理に向けた排出事業者及び処理業者等の指導監督、不適正処理・不法投棄の監

視を行います。 

・計画的な定期整備修繕を行うことで、ごみ処理施設の安定した運営を目指します。 

 

予 算 額 

（単位：千円） 

 平成２０年度 平成１９年度 増  減 

環境局予算額 １２，７３９，５４２ １２，７１８，１８３ ２１，３５９

（環境共生部） ６，２５９，６２０ ５，８６７，１４７ ３９２，４７３

（施 設 部） ６，４７９，９２２ ６，８５１，０３６ △３７１，１１４

 

主 要 事 業 

①新ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ整備事業（新ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ建設準備室）   ⑳予算額：59,078 千円 

  老朽化した焼却施設の代替施設として桜区内に、高効率で熱回収して発電を行う熱回収施設とリサイ

クルセンターを整備します。 

②ＥＳＣＯ事業（環境総務課）           ⑳予算額：180,000 千円 

  地球温暖化対策の一環として、市有施設の省エネルギー化を進めます。平成２０年度は、さいたま市

文化センターを昨年度選ばれた最優秀提案に基づき改修工事を行います。９月～１２月に改修工事を行
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ない、省エネルギー効果の検証作業を進めます。 

③(仮称)生活環境の保全に関する条例制定事業(環境対策課) 

⑳予算額：2,000 千円 

  平成２０年１０月公布、平成２１年４月施行を目標に（仮称）生活環境の保全に関する条例を制定し

ます。また、条例公布後、その規制内容等について広報事業を実施します。 

④路上喫煙及びポイ捨て等防止事業（廃棄物政策課） ⑳予算額：47,701 千円 

  市、事業者及び市民が協働して、健康被害や火災を招きかねない路上喫煙の防止や、環境美化の促進

を図ることで、快適な生活環境を確保し、安心、安全できれいなまちづくりを推進します。 

⑤新エネルギー導入促進事業（環境総務課）       ⑳予算額：100 千円 

  晴天日が日本一多いという埼玉県の地域性を活かした太陽光発電・太陽熱利用の普及を進めます。ま

た、製品の特徴や売電の仕組み、市内の事業者情報などを載せた“考えてみるきっかけ”となるリーフ

レットを１１月までに作成し、新エネルギー機器展示相談会等で配布します。 

           （※平成１７年の埼玉県の快晴日数は年間／５９日で、４７都道府県気象官署の中で第１位） 

 

見 直 し 事 業 

①びん残渣資源化有効利用事業（廃棄物政策課）   ⑳効果額：35,000 千円 

  埋立処分しているびん残渣を粉砕・造粒し、上下水道をはじめとする軟弱地盤工事の埋め戻し用砂と

して再利用することで、資源化及び最終処分場の延命化を推進します。 

 

既 存 事 業 の 推 進 強 化 

①Saitama City-Life の推進（環境総務課） 

  平成１９年度の夏のライフスタイルキャンペーンから、地球環境に優しい「新しい都市型生活」を提

案し、市民や事業者と協働で取組んでいます。２年目となる平成２０年度は、昨年度の「カーエアコン

控え目でエコドライブ」に加え、更に親しみやすい新たな取組を加え、足元からの取組を強化します。 

②低公害車普及促進対策事業（環境対策課） 

  低公害車導入に対する補助の実施や「天然ガス自動車普及促進セミナー」開催などの啓発事業により、

低公害車の普及促進を図ります。 

③化学物質対策の推進事業（環境対策課） 

  化学物質への関心を高めるため事業者、行政、市民の協働による地域対話（リスクコミュニケーショ

ン）を推進し安全・安心な暮らしを実現します。 

④団体資源回収運動・生ゴミ処理容器等購入費補助事業（廃棄物政策課） 

  循環型社会の構築を目指し、ごみの減量化及び資源の有効利用を推進するため、本事業の更なる充実

に取組みます。 

⑤ごみ不法投棄撲滅対策事業（産業廃棄物指導課） 

  監視カメラの増設、更に夜間・休日パトロールの実施により隙間のない監視を行います。 

⑥直接搬入ごみの資源化促進（各ごみ処理施設） 

  ごみ処理施設に直接搬入されたダンボール等の紙ごみを分別することで、資源化を促進します。 

⑦焼却残渣（焼却灰等）の有効利用促進（各ごみ処理施設） 

  廃棄物を焼却した後に発生する残渣（焼却灰等）を、スラグ・セメント・人工砂化することで有効利
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用を図り、ごみ排出量に対する最終処分比率を平成２２年度までに８％以下にすることを目標に、最終

処分量を極力減らします。 

⑧環境ＩＳＯの取得（廃棄物の収集運搬及び処理施設） 

  平成２０年度末までに廃棄物の収集運搬及び処理施設が環境ＩＳＯを取得し、環境への影響を考慮し

た規定及び規格に基づき運営方法を体系的に定め、安全かつ安定的な事業推進に取組みます。 

⑨リサイクル品展示販売会の充実（岩槻環境ｾﾝﾀｰ、東部ﾘｻｲｸﾙｾﾝﾀｰ） 

  不用品として排出された家具等を修繕し、再生使用することでごみを減量し、循環型社会の構築を目

指します。 
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